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北海道経営発展支援事業補助金交付事務取扱要領（令和４年７月 13 日付け技普第 693 号北海道農政部長通知）の一部改正新旧対照表 

改 正 後 現   行 改正理由 

北海道経営発展支援事業補助金交付事務取扱要領 
 

令和４年７月１３日付け技普第693号農政部長通知 

改正 令和５年５月１１日付け技普第227号農政部長通知 

 改正 令和６年４月１日付け技普第1825号農政部長通知 

改正 令和７年４月３０日付け技普第179号農政部長通知 

改正 令和８年６月３日付け技普第473号農政部長通知 

 

第１ 趣旨 

  新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月29日付け３経営第

3142号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱⑴」という。）別表の

１「経営発展支援事業」、新規就農者確保緊急対策実施要綱（令和３年12

月20日付け３経営第1996号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱

⑵」という。）別表の６「初期投資促進事業」及び新規就農者確保緊急円

滑化対策実施要綱（令和５年12月１日付け５経営第2016号農林水産事務

次官依命通知。以下「実施要綱⑶」という。）別表の２「世代交代・初期

投資促進事業」に関する事業計画書の認定及び変更手続並びに補助金の

交付については、実施要綱⑴、実施要綱⑵、実施要綱⑶、担い手育成・確

保等対策事業費補助金等交付要綱（平成12年4月1日付け12構改Ｂ第350号

農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という。）、農林畜水産業

関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）、農地利用効率化等支

援事業実施要綱（令和４年３月30日付け３経営第3156号農林水産事務次

官依命通知。以下「農地利用効率化実施要綱」という。）及び北海道補助

金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号。以下「交付規則」という。）

に定めるもののほか、この要領の定めるところによるものとする。 

  

第２ 事業の内容 

  １ 経営発展支援事業及び初期投資促進事業 

    実施要綱⑴別表の１「経営発展支援事業」の通常枠、実施要綱⑵

別表の６「初期投資促進事業」及び実施要綱⑶別表の２「世代交代

・初期投資促進事業」の初期投資促進タイプの取組への支援とす

る。なお、交付対象者の要件等は実施要綱⑴（別記１）の第５－

１、実施要綱⑵（別記６）の第５及び実施要綱⑶（別記２）の第５

のⅡのとおりとする。 

  ２ 世代交代円滑化事業 

    事業の内容は次のとおりとする。なお、交付対象者の要件等はそ
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改正 令和５年５月１１日付け技普第227号農政部長通知 
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れぞれ実施要綱⑴（別記１）の第５－２及び実施要綱⑶（別記２）

の第５のⅠのとおりとする。 

（１） 実施要綱⑴別表の１「経営発展支援事業」の地域計画早期実

現支援枠のうち（別記１）の第５－２の２の（１）、（２）及

び実施要綱⑶別表の２「世代交代・初期投資促進事業」の世代

交代円滑化タイプのうち（別記２）の第５のⅠの２の（１）、

（２）の取組への支援とする。 

（２） 実施要綱⑴別表の１「経営発展支援事業」の地域計画早期実

現支援枠のうち（別記１）の第５－２の２の（３）及び実施要

綱⑶別表の２「世代交代・初期投資促進事業」の世代交代円滑

化タイプのうち（別記２）の第５のⅠの２の（３）の取組への

支援とする。 

 ３ 推進事業 

   実施要綱⑴（別記１）の第10、実施要綱⑵（別記６）の第10及

び実施要綱⑶（別記２）の第10の取組への支援とする。 

 

第３ 補助対象者 

  補助金の交付の対象となる事業実施主体は、別表のとおりとする。 

 
第４ 助成額 

  １ 経営発展支援事業及び初期投資促進事業 

 （１） 本事業の交付対象者の補助対象経費は、実施要綱⑴（別記１）

の第５－１の２の（１）、実施要綱⑵（別記６）の第５の２の（１）

及び実施要綱⑶（別記２）の第５のⅡの２の（１）の取組に必要

な経費とし、国の支援は補助率１／２、道の支援は補助率１／４

を超えない範囲（千円未満は切捨て）とする。また、補助対象事

業費の上限額は500万円とする。 

 （２） 夫婦で農業経営を開始し、以下の要件を満たす場合は、夫婦合

わせて、１の補助対象上限額に1.5を乗じて得た額を上限額（千

円未満は切捨て）とする。 

 ア 家族経営協定を締結しており、夫婦が共同経営者であること

が規定されていること。 

 イ 主要な経営資産を夫婦で共に所有し、又は借りていること。 

 ウ 夫婦共に目標地図に位置付けられた者等となること。 

 （３） 複数の青年就農者が農業法人を設立し、共同経営する場合は、

当該青年就農者（当該農業法人が目標地図に位置付けられた者等

に限る。）のそれぞれに対して１を適用して合算した額又は1,000

万円のいずれか低い額を上限額とする。 

     なお、事業実施年度の前年度より前に経営開始している農業

者が法人の役員に１名でも存在する場合は、当該法人の他の役員

れぞれ実施要綱⑴（別記１）の第５－２及び実施要綱⑶（別記２）

の第５のⅠのとおりとする。 
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び実施要綱⑶（別記２）の第10の取組への支援とする。 

 

【新設】 
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も交付の対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

  ２ 世代交代円滑化事業 

（１） 本事業の交付対象者の補助対象経費は、実施要綱⑴（別記１）

の第５－２の２及び実施要綱⑶（別記２）の第５のⅠの２の取組

に必要な経費とし、国の補助額の上限は600万円とする。 

（２） 第２の２の（１）の取組について、国の支援は補助率１／３、

道の支援は補助率１／６を超えない範囲（千円未満は切捨て）と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 第２の２の（２）の取組について、国の支援は補助率１／２、

道の支援は補助率１／４を超えない範囲（千円未満は切捨て）と
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第５ 事業計画の承認 

１ 事業実施主体は、当該年度の事業計画を作成し、別に定める日まで

に市町村経営発展支援事業計画（実施要綱⑴（別記１）別紙様式第10

号）、市町村初期投資促進事業計画（実施要綱⑵（別記６）別紙様式

第10号）又は市町村世代交代・初期投資促進事業計画（実施要綱⑶

（別記２）別紙様式第10号）により総合振興局長若しくは振興局長

（以下「総合振興局長等」とする。）に提出し、その承認を受けるも

のとする。また、事業実施主体は、実施要綱⑴（別記１）の第９の２

外とする。 
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で支援する。ただし、事業実施主体と道の補助額を合算した金額
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の（２）のア、実施要綱⑵（別記６）の第９の２の（２）のア及び実

施要綱⑶（別記２）の第９の２の（２）のアのポイント付けについ

て、関連する書類の確認等に協力するものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、１により提出のあった事業計画の承認を行う場

合は、あらかじめ、農政部長に協議するものとする。 

 ３ ２により承認を受けた事業実施主体は、実施要綱⑴（別記１）の第

８の２、実施要綱⑵（別記６）の第８の２及び実施要綱⑶（別記２）

の第８の２に基づき交付対象者に対し経営発展支援事業計画等、初期

投資促進事業計画等、又は就農・経営継承計画等（以降、計画等）を

承認した後、当該計画等を総合振興局長等へ提出することとする。 

 

第６ 事業計画の変更 

 １ 事業実施主体は、承認を受けた事業計画について、別表に掲げる重

要な変更をするときは、第５の例により事業計画の変更の手続を行う

ものとする。 

 ２ 事業内容の変更で１に該当しない場合にあっては、総合振興局長等

に報告するものとし、報告を受けた総合振興局長等は、農政部長に報

告するものとする。 

 

第７ 助成措置 

 １ 総合振興局長等は、事業を実施するのに要する経費に充てるため、

第５により事業計画の承認を受けた事業実施主体に対し、予算の範囲

内において、補助金を交付することができるものとする。  

 ２ 補助対象事業、補助対象経費及び補助率等については、別表のとお

りとする。 

 

第８ 事業の(交付決定前)着手 

 １ 事業の実施については、交付規則第４条の補助金の交付の決定後に

着手するものとする。ただし、やむを得ない事情により、交付決定前

に実施する必要がある場合は、第５の事業計画の承認後、その理由を

具体的に明記した交付決定前着手届を別記第１号様式（以降、本要領

における別記様式は、初期投資促進事業又は世代交代円滑化事業を実

施する場合、「経営発展支援事業」とある部分について、「初期投資

促進事業」又は「世代交代円滑化事業」と読み替えるものとする。）

により、総合振興局長等に提出するものとする。 

 ２ １のただし書により交付決定前に事業に着手する場合、事業実施主

体は第５の事業実施計画の承認を受けてから着手するものとする。 

   また、事業実施主体は、交付決定までのあらゆる損失は自らの責任

とすることを了知のうえ行うものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、１により交付決定前着手届の提出を受けた場合

の（２）のア、実施要綱⑵（別記６）の第９の２の（２）のア及び実

施要綱⑶（別記２）の第９の２の（２）のアのポイント付けについ

て、関連する書類の確認等に協力するものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、１により提出のあった事業計画の承認を行う場

合は、あらかじめ、農政部長に協議するものとする。 

 ３ ２により承認を受けた事業実施主体は、実施要綱⑴（別記１）の第

８の２、実施要綱⑵（別記６）の第８の２及び実施要綱⑶（別記２）

の第８の２に基づき交付対象者に対し経営発展支援事業計画等、初期

投資促進事業計画等、又は就農・経営継承計画等（以降、計画等）を

承認した後、当該計画等を総合振興局長等へ提出することとする。 

 

第５ 事業計画の変更 

 １ 事業実施主体は、承認を受けた事業計画について、別表に掲げる重

要な変更をするときは、第４の例により事業計画の変更の手続を行う

ものとする。 

 ２ 事業内容の変更で１に該当しない場合にあっては、総合振興局長等

に報告するものとし、報告を受けた総合振興局長等は、農政部長に報

告するものとする。 

 

第６ 助成措置 

 １ 総合振興局長等は、事業を実施するのに要する経費に充てるため、

第４により事業計画の承認を受けた事業実施主体に対し、予算の範囲

内において、補助金を交付することができるものとする。  

 ２ 補助対象事業、補助対象経費及び補助率等については、別表のとお

りとする。 

 

第７ 事業の(交付決定前)着手 

 １ 事業の実施については、交付規則第４条の補助金の交付の決定後に

着手するものとする。ただし、やむを得ない事情により、交付決定前

に実施する必要がある場合は、第４の事業計画の承認後、その理由を

具体的に明記した交付決定前着手届を別記第１号様式（以降、本要領

における別記様式は、初期投資促進事業又は世代交代円滑化事業を実

施する場合、「経営発展支援事業」とある部分について、「初期投資

促進事業」又は「世代交代円滑化事業」と読み替えるものとする。）

により、総合振興局長等に提出するものとする。 

 ２ １のただし書により交付決定前に事業に着手する場合、事業実施主

体は第４の事業実施計画の承認を受けてから着手するものとする。 

   また、事業実施主体は、交付決定までのあらゆる損失は自らの責任

とすることを了知のうえ行うものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、１により交付決定前着手届の提出を受けた場合
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は、その必要性を検討のうえ、当該届の写しを添えて農政部長に報告

するものとする。 

 

第９ 補助金の交付申請 

 １ 事業実施主体が補助金の交付を受けようとするときは、別記第２号

様式の助金等交付申請書に、次に掲げる関係書類を添えて、別に定め

る日までに、総合振興局長等に提出するものとする。 

 

 

  （１）事業計画書（別記第３号様式） 

  （２）補助金等交付申請額算出調書（別記第４号様式） 

   （３）経費の配分調書（別記第５号様式） 

   （４）事業予算書（別記第６号様式） 

  （５）市町村経営発展支援事業計画の写し、市町村初期投資促進事業

計画の写し又は市町村世代交代・初期投資促進事業計画の写し 

  （６）電子交付申出書兼メールアドレス確認書（別記第７号様式）

（道から補助金の交付を申請しようとする者に対して行われる

通知等について、電子交付（通知等の内容を記録した電磁的記

録に、電子署名を行い、補助金の交付を申請しようとする者が

クラウド上で受領できる交付方法）を希望する場合に、提出す

ること。） 

 ２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行なうものとする。 

ア 提出期限 総合振興局長等が別途指示する日 

イ 提出先  北海道各（総合）振興局産業振興部農務課 

 ３ 事業実施主体は１の申請書を提出するに当たって、交付対象者の納

税対応状況について別記第８号様式の納税対応状況申出書を併せて提

出するものとする。 

 ４ 事業実施主体は１の申請書を提出するにあたって、消費税等仕入控

除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち

消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第

226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助

率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを

減じた金額の範囲内で交付申請しなければならない。ただし、交付申

請時において、当該補助金等に係る消費税等仕入控除税額が明らかで

ない場合については、この限りでない。 

 

第10 補助金の交付の決定  

 １ 総合振興局長等は、第９の１により提出された申請書等を交付規則

第４条に基づき審査の上、その内容を適当と認めたときは、速やかに

は、その必要性を検討のうえ、当該届の写しを添えて農政部長に報告

するものとする。 

 

第８ 補助金の交付申請 

 １ 事業実施主体が補助金の交付を受けようとするときは、農政第１号

様式（昭和49年北海道告示第809号に定める様式をいう。以下「農政

第○号様式」において同じ。）の補助金等交付申請書に、次に掲げる

関係書類を添えて、別に定める日までに、総合振興局長等に提出する

ものとする。 

  （１）事業計画書（農政第２号様式） 

  （２）補助金等交付申請額算出調書（農政第14号様式） 

   （３）経費の配分調書（農政第18号様式） 

   （４）事業予算書（農政第20号様式） 

  （５）市町村経営発展支援事業計画の写し、市町村初期投資促進事業

計画の写し又は市町村世代交代・初期投資促進事業計画 

【新設】 

 

 

 

 

 

【新設】 

 

 

 ２ 事業実施主体は１の申請書を提出するに当たって、交付対象者の納

税対応状況について別記第２号様式の納税対応状況申出書を併せて提

出するものとする。 

 ３ 事業実施主体は１の申請書を提出するにあたって、消費税等仕入控

除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち

消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第

226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助

率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを

減じた金額の範囲内で交付申請しなければならない。ただし、交付申

請時において、当該補助金等に係る消費税等仕入控除税額が明らかで

ない場合については、この限りでない。 

 

第９ 補助金の交付の決定  

 １ 総合振興局長等は、第８の１により提出された申請書等を交付規則

第４条に基づき審査の上、その内容を適当と認めたときは、速やかに
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補助金の交付の決定をし、別記第９号様式により事業実施主体に通知

するものとする。 

【削除】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 総合振興局長等は、交付規則第６条第２項の規定による補助金の交

付をしないことを決定したときは、別記第１１号様式により事業実施

主体に速やかに通知するものとする。 

 

第11 申請の取下げ 

 １ 事業実施主体は、交付の決定の内容又はこれに付された条件に対し

て不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から10日以内に、

別記第１２号様式の補助金等交付申請取下書を総合振興局長等に提出

し、申請を取下げることができるものとする。 

 ２ １の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助

金の交付の決定はなかったものとみなす。 

 

第12 補助事業の内容等の変更 

 １ 事業実施主体は、補助事業の内容等について、別表に掲げる重要な

変更をするときは、別記第１３号様式の補助事業等変更承認申請書に

第９の１及び３に掲げる関係書類を添えて、総合振興局長等に申請す

るものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、１の変更承認申請書を審査の上、承認するとき

は、別記第１４－１号様式又は別記第１４－２号様式により事業実施

主体に通知するものとする。 

 

第13 補助事業の中止又は廃止 

 １ 事業実施主体は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときに

は、別記第１５号様式の補助事業等中止（廃止）承認申請書に関係書

類を添えて、総合振興局長等に対し申請するものとする。 

補助金の交付の決定をし、別記第３号様式により事業実施主体に通知

するものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、事業実施主体が第８の３のただし書きにより消

費税等仕入控除税額を減じないで補助金の交付の申請を行った場合に

は、１の指令書に定める条件のほか、次に掲げる条件を追加するもの

とする。 

 （１）事業実施主体は、交付規則第14条の実績報告を行うに当たって、

当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかとなった場合に

は、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

 （２）事業実施主体は、実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告

により各交付対象者の当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確

定した場合には、別記第４号様式により、その金額（実績報告にお

いて、（１）により減額した場合にあっては、その金額が減じた額

を上回る部分の金額）を速やかに総合振興局長等に報告するととも

に、当該金額を返還しなければならない。 

 ３ 総合振興局長等は、交付規則第６条第２項の規定による補助金の交

付をしないことを決定したときは、別記第５号様式により事業実施主

体に速やかに通知するものとする。 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

 

 

第10 補助事業の内容等の変更等 

 １ 事業実施主体は、補助事業の内容等について、別表に掲げる重要な

変更をするときは、農政第21号様式の補助事業等変更承認申請書に第

８の１に掲げる関係書類を添えて、総合振興局長等に申請するものと

する。 

 ２ 総合振興局長等は、１の変更承認申請書を審査の上、承認するとき

は、別記第６－１号様式又は別記第６－２号様式により事業実施主体

に通知するものとする。 

 

第11 補助事業の中止又は廃止 

 １ 事業実施主体は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときに

は、農政第23号様式の補助事業等中止（廃止）承認申請書に関係書類

を添えて、総合振興局長等に対し申請するものとする。 

農政様式廃止 
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 ２ 総合振興局長等は、１の申請に係る承認又は不承認について、別記

第１６号様式により事業実施主体に通知するものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、

申請書の写しを添えてあらかじめ農政部長と協議するものとする。 

 

第14 補助事業の執行の遅延又は不能      

 １  事業実施主体は、補助事業が予定期間内に完了しないことが明らか

になったとき又はその執行が困難となったときには、別記第１７号様

式の補助事業等執行遅延（不能）報告書及び別記第１８号様式を総合

振興局長等に提出し、その指示を受けるものとする。 

 ２  総合振興局長等は、１の報告に基づき事業実施主体に対して事業遂

行の指示をするときには、別記第１９号様式により行うものとする。 

３ 総合振興局長等は、２の事業遂行を指示するに当たっては、報告書

等の写しを添えてあらかじめ農政部長と協議するものとする。 

 

第15 補助事業の事情変更 

 １ 総合振興局長等は、補助金の交付の決定後の事情変更により特別の

必要が生じたときには、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取

り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更するこ

とができるものとする。 

（１）補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し 

次の様式で事業実施主体に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の返

還金なし 

取消しに係る部分の返

還金あり 

全部の取消し 別記第２０－１号様式 別記第２０－２号様式 

一部の取消し 別記第２０－３号様式 別記第２０－４号様式 

（２）補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件の変更 

別記第２０－５号様式で事業実施主体に通知するものとする。 

２ 総合振興局長等は、１の（１）により補助金等の交付の決定の全部

又は一部を取り消そうとするときには、あらかじめ農政部長と協議す

るものとする。 

 

第16 補助金の概算払の申請 

 １ 事業実施主体は、補助金の概算払を受けようとするときは、別記第

２１号様式の補助金等概算払申請書に関係書類を添えて、総合振興局

長等に提出するものとする。ただし、第９の４により補助金等交付申

請時に消費税等仕入控除税額を減じて申請を行った概算払申請額は、

消費税等仕入控除税額を減じて計算した額とするものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、１により提出された申請書を審査の上、概算払

 ２ 総合振興局長等は、１の申請に係る承認又は不承認について、別記

第７号様式により事業実施主体に通知するものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、

申請書の写しを添えてあらかじめ農政部長と協議するものとする。 

 

第12 補助事業の執行の遅延又は不能      

 １  事業実施主体は、補助事業が予定期間内に完了しないことが明らか

になったとき又はその執行が困難となったときには、農政第24号様式

の補助事業等執行遅延（不能）報告書及び別記第８号様式を総合振興

局長等に提出し、その指示を受けるものとする。 

 ２  総合振興局長等は、１の報告に基づき事業実施主体に対して事業遂

行の指示をするときには、別記第９号様式により行うものとする。 

３ 総合振興局長等は、２の事業遂行を指示するに当たっては、報告書

等の写しを添えてあらかじめ農政部長と協議するものとする。 

 

第13  補助事業の事情変更 

 １ 総合振興局長等は、補助金の交付の決定後の事情変更により特別の

必要が生じたときには、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取

り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更するこ

とができるものとする。 

（１）補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し 

次の様式で事業実施主体に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の

返還金なし 

取消しに係る部分の

返還金あり 

全部の取消し 別記第10－１号様式 別記第10－２号様式 

一部の取消し 別記第10－３号様式 別記第10－４号様式 

（２）補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件の変更 

別記第10－５号様式で事業実施主体に通知するものとする。 

２ 総合振興局長等は、１の（１）により補助金等の交付の決定の全部

又は一部を取り消そうとするときには、あらかじめ農政部長と協議す

るものとする。 

 

第14 補助金の概算払の申請 

 １ 事業実施主体は、補助金の概算払を受けようとするときは、農政第

25号様式の補助金等概算払申請書に関係書類を添えて、総合振興局長

等に提出するものとする。ただし、第８の３により補助金等交付申請

時に消費税等仕入控除税額を減じて申請を行った概算払申請額は、消

費税等仕入控除税額を減じて計算した額とするものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、１により提出された申請書を審査の上、概算払

農政様式廃止 

 

 

 

 

番号整理 

 

農政様式廃止 

農政様式廃止 

 

 

農政様式廃止 

 

 

 

番号整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

農政様式廃止 

農政様式廃止 

 

農政様式廃止 

 

 

 

 

番号整理 

農政様式廃止 

 

番号整理 

 

 

 

農政様式廃止 
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の必要があると認めるときは、当該概算払の決定を行い、別記第２２

－１号様式により事業実施主体に通知するものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、概算払いの必要がないと認められるときは、別

記第２２－２号様式により概算払をしない理由を付して事業実施主体

に通知するものとする。 

 

第17 補助事業の事業遂行状況の報告   

１ 事業実施主体は、補助金の交付決定があった年度の第３・四半期の

末日現在において、別記第１８号様式により事業遂行状況報告書を作

成し、当該四半期の最終月の翌月15日までに総合振興局長等に提出す

るものとする。 

２ 総合振興局長等は、１により提出のあった事業遂行状況報告書の写

しを当該四半期の最終月の翌月20日までに農政部長に提出するものと

する。 

 

第18  事業の遂行命令     

 １  総合振興局長等は、事業実施主体が補助金の交付の決定の内容又は

これに付けた条件に従って補助事業を遂行していないと認めるときに

は、別記第２３－１号様式で当該事業実施主体にその遂行を命ずるも

のとする。 

 ２  総合振興局長等は、事業実施主体が１の命令に従わないときには、

別記第２３－２号様式で事業実施主体に補助対象事業の一時停止及び

是正措置を命ずるものとする。 

 ３  総合振興局長等は、事業実施主体が２の命令に従い是正措置を講じ

たときには、別記第２３－３号様式で事業実施主体に一時停止の解除

を通知するものとする。 

 ４  総合振興局長等は、事業実施主体が２の命令に従わないときには、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとし、次の様式で

事業実施主体に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の 

返還金なし 

取消しに係る部分の 

返還金あり 

全部の取消し 別記第２０－１号様式 別記第２０－２号様式 

一部の取消し 別記第２０－３号様式 別記第２０－４号様式 

５ 総合振興局長等は、４により補助金の交付の決定の全部又は一部を

取り消そうとするときには、あらかじめ農政部長と協議するものとす

る。 

  

第19 機械導入・施設工事等の実施 

 １ 本事業における機械・施設等の導入や事業により導入した機械・施

の必要があると認めるときは、当該概算払の決定を行い、別記第11－

１号様式により事業実施主体に通知するものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、概算払いの必要がないと認められるときは、別

記第11－２号様式により概算払をしない理由を付して事業実施主体に

通知するものとする。 

 

第15 補助事業の事業遂行状況の報告   

１ 事業実施主体は、補助金の交付決定があった年度の各四半期（第4

・四半期を除く。）の末日現在において、別記第８号様式により事業

遂行状況報告書を作成し、当該四半期の最終月の翌月15日までに総合

振興局長等に提出するものとする。 

２ 総合振興局長等は、１により提出のあった事業遂行状況報告書の写

しを当該四半期の最終月の翌月20日までに農政部長に提出するものと

する。 

 

第16  事業の遂行命令     

 １  総合振興局長等は、事業実施主体が補助金の交付の決定の内容又は

これに付けた条件に従って補助事業を遂行していないと認めるときに

は、別記第12－１号様式で当該事業実施主体にその遂行を命ずるもの

とする。 

 ２  総合振興局長等は、事業実施主体が１の命令に従わないときには、

別記第12－２号様式で事業実施主体に補助対象事業の一時停止及び是

正措置を命ずるものとする。 

 ３  総合振興局長等は、事業実施主体が２の命令に従い是正措置を講じ

たときには、別記第12－３号様式で事業実施主体に一時停止の解除を

通知するものとする。 

 ４  総合振興局長等は、事業実施主体が２の命令に従わないときには、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとし、次の様式で

事業実施主体に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の 

返還金なし 

取消しに係る部分の 

返還金あり 

全部の取消し 別記第10－１号様式 別記第10－２号様式 

一部の取消し 別記第10－３号様式 別記第10－４号様式 

５ 総合振興局長等は、４により補助金の交付の決定の全部又は一部を

取り消そうとするときには、あらかじめ農政部長と協議するものとす

る。 

  

第17 機械導入・施設工事等の実施 

 １ 本事業における機械・施設等の導入や事業により導入した機械・施

 

農政様式廃止 

 

 

 

 

番号整理 

国の交付要綱第

14 に合わせた修

正 

農政様式廃止 

 

 

 

 

番号整理 

 

 

農政様式廃止 

 

 

農政様式廃止 

 

 

農政様式廃止 

 

 

 

 

 

 

農政様式廃止 

農政様式廃止 

 

 

 

 

番号整理 

 

 



- 9 - 

 

設等（家畜等、本事業により導入したものを対象とし、各別記様式に

おいては導入内容に応じて適宜読み替え、当該内容を括弧書きで補足

し用いることとする。以下同じ。）の管理運営等において必要な諸手

続は、この要領に定めるもののほか、農地利用効率化実施要綱を準用

するものとする。 

 

 

 ２ 事業実施主体は、１により農地利用効率化実施要綱第８の２、３及

び４に定める届出等があった場合は、必要な指導及び調整等を行うと

ともに、総合振興局長等に報告し、必要に応じその指示を受けるもの

とする。 

 ３ 事業実施主体は、交付対象者による機械の導入が完了したとき又は

施設工事等が完了したときには、別記第２４号様式の補助事業に係る

機械導入完了報告書又は別記第２５号様式のしゅん功届に事業実施主

体が行った検査調書の写し等の関係書類を添えて、総合振興局長等に

提出するものとする。 

 ４ 総合振興局長等は、事業実施主体から前項の機械の導入完了又は施

設工事完了等の報告を受けた場合、完了検査等を行うものとする。な

お、完了検査等の結果については別記第２６号様式の機械導入・施設

工事完了検査調書で明らかにするものとする。 

５ 総合振興局長等は、完了検査等を実施した後、３による別記第２４

号様式の補助事業に係る機械導入完了報告書又は別記第２５号様式の

しゅん功届の写しと完了検査調書等関係書類を添えて、農政部長に提

出するものとする。  

 

第20 補助事業の実績報告及び補助金の額の確定 

 １ 事業実施主体は、補助事業が完了したとき又は道の会計年度が終了

したときは、別記第２７号様式の補助事業等実績報告書に、次に掲げ

る関係書類を添えて、補助事業完了の日から30日以内又は翌年度の４

月10日までのいずれか早い日までに総合振興局長等に提出するものと

する。 

   また、道の会計年度が終了したときに行う実績報告には、併せて翌

年度以降における事業実施計画書を添付するものとする。 

 （１）事業実績書（別記第３号様式） 

 （２）経費の配分調書（別記第５号様式） 

 （３）補助金等精算書（別記第２８号様式） 

  （４）事業精算書（別記第２９号様式） 

  （５）市町村経営発展支援事業計画の写し、市町村初期投資促進事業計

画の写し又は市町村世代交代・初期投資促進事業計画の写し 

 （６）交付対象者実績報告兼助成金支払請求書の写し（実施要綱⑴（別

設等（家畜等、本事業により導入したものを対象とし、別記様式にお

いては導入内容に応じて適宜読み替え、当該内容を括弧書きで補足し

用いることとする。以下同じ。）の管理運営等において必要な諸手続

は、この要領に定めるもののほか、「農地利用効率化等支援交付金実

施要綱」（令和４年３月30日付け３経営第3156号農林水産事務次官通

知。以下「農地利用効率化実施要綱」という。）を準用するものとす

る。 

 ２ 事業実施主体は、１により農地利用効率化実施要綱第８の２、３及

び４に定める届出等があった場合は、必要な指導及び調整等を行うと

ともに、総合振興局長等に報告し、必要に応じその指示を受けるもの

とする。 

 ３ 事業実施主体は、交付対象者による機械の導入が完了したとき又は

施設工事等が完了したときには、別記第13号様式の補助事業に係る機

械導入完了報告書又は農政第200号様式のしゅん功届に関係書類を添え

て、総合振興局長等に提出するものとする。 

 

 ４ 総合振興局長等は、事業実施主体から前項の機械の導入完了又は施

設工事完了等の報告を受けた場合、完了検査等を行うものとする。な

お、検査結果については別記第14号様式の機械導入・施設工事完了検

査調書で明らかにするものとする。 

５ 総合振興局長等は、完了検査等を実施した後、３による機械導入完

了報告書又は農政第200号用式の写しと完了検査調書等関係書類を添

えて、農政部長に提出するものとする。  

 

 

第18 補助事業の実績報告及び補助金の額の確定 

 １ 事業実施主体は、補助事業が完了したとき又は道の会計年度が終了

したときは、農政第28号様式の補助事業等実績報告書に、次に掲げる

関係書類を添えて、補助事業完了の日から30日以内又は翌年度の４月

10日までのいずれか早い日までに総合振興局長等に提出するものとす

る。 

   また、道の会計年度が終了したときに行う実績報告には、併せて翌

年度以降における事業実施計画書を添付するものとする。 

 （１）事業実績書（農政第２号様式） 

 （２）経費の配分調書（農政第18号様式） 

 （３）補助金等精算書（農政第29号様式） 

  （４）事業精算書（農政第31号様式） 

  （５）市町村経営発展支援事業計画の写し、市町村初期投資促進事業計

画の写し又は市町村世代交代・初期投資促進事業計画 

 （６）交付対象者実績報告兼助成金支払請求書（実施要綱⑴（別記１）

文言追加 

 

趣旨に記載のた

め削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

農政様式廃止 

農政様式廃止 

文言整理 

 

 

 

 

 

農政様式廃止 

文言整理 

 

２に同じ 

 

番号整理 

 

農政様式廃止 

 

 

 

 

 

農政様式廃止 

農政様式廃止 

農政様式廃止 

農政様式廃止 

 

文言整理 
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記１）別紙様式第３号、実施要綱⑵（別記６）別紙様式第３号又

は実施要綱⑶（別記２）別紙様式第３号） 

 ２ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該

補助金に係る消費税等仕入控除税額があり、かつ、その金額が明らか

な場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

 ３ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地

方消費税の確定申告によりこの補助金に係る消費税等仕入控除税額が

確定した場合には、別記第１０号様式によりその金額（実績報告にお

いて、２により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回

る部分の金額）を速やかに総合振興局長等に報告するとともに、当該

金額を返還しなければならない。 

 また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない

場合又はない場合であっても、その状況等について、当該補助金の額

の確定の日の翌年６月30日までに総合振興局長等に報告するととも

に、補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに総合振興

局長等に報告し、当該金額を返還しなければならない。 

  ４ 総合振興局長等は、１の補助事業等実績報告書の提出を受けた場合

においては、当該実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現

地調査等により、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に適合するものであるかどうか調査し、適合すると認

めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、別記第３０号様式によ

り事業実施主体に通知するものとする。 

 

 ５ 総合振興局長等は、補助金の額の確定に伴い、既に確定額を超える

補助金が交付されているときには、別記第３１号様式により事業実施

主体にその超過額の返還を命ずるものとする。 

 ６ １から３までの規定は、第13の規定に基づき、補助事業を廃止した

場合も同様とする。この場合にあっては、１の「補助事業完了の日」

を「補助対象事業廃止の承認を受けた日」と読み替える。 

 ７ 総合振興局長等は、補助金の額を確定したとき又は道の会計年度が

終了したときは、当該補助金に係る交付状況をとりまとめ、別記第３

２号様式の補助金交付状況報告書に１の補助事業等実績報告書の写し

を添えて、速やかに農政部長に報告するものとする。 

 

第21 補助金の交付の決定の取消し及び補助金の返還 

  １ 総合振興局長等は、次のいずれかに該当する場合には、第10の交付

の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

（１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補 

  助金を使用しないとき。 

（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金等を過大に請求し、 

別紙様式第３号、実施要綱⑵（別記６）別紙様式第３号又は実施

要綱⑶（別記２）別紙様式第３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 総合振興局長等は、１の補助事業等実績報告書の提出を受けた場合

においては、当該実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現

地調査等により、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に適合するものであるかどうか調査し、適合すると認

めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、別記第15号様式により

事業実施主体に通知するものとする。 

 

 ３ 総合振興局長等は、補助金の額の確定に伴い、既に確定額を超える

補助金が交付されているときには、別記第16号様式により事業実施主

体にその超過額の返還を命ずるものとする。 

 ４ １から３までの規定は、第11の規定に基づき、補助事業を廃止した

場合も同様とする。この場合にあっては、１の「補助事業完了の日」

を「補助対象事業廃止の承認を受けた日」と読み替える。 

 ５ 総合振興局長等は、補助金の額を確定したとき又は道の会計年度が

終了したときは、当該補助金に係る交付状況をとりまとめ、別記第17

号様式の補助金交付状況報告書に１の補助事業等実績報告書の写しを

添えて、速やかに農政部長に報告するものとする。 

 

第19 補助金の交付の決定の取消し及び補助金の返還 

  １ 総合振興局長等は、次のいずれかに該当する場合には、第９の交付

の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

（１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補

助金を使用しないとき。 

（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金等を過大に請求し、

 

 

条文追加 

 

 

 

 

３に同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号整理 
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  又は受領したとき。 

（３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者

等に対して交付する補助金その他の助成を含む。）を重複して受領

したとき。 

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ

総合振興局長等の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供

したとき。 

（５）前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の

決定の内容若しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基

づく知事の処分に違反したとき、又は不正な行為をしたとき。 

２  総合振興局長等は、１について次の様式で事業実施主体に通知する

ものとする。 

 取消しに係る部分の 

返還金なし 

取消しに係る部分の返

還金あり 

全部の取消し 別記第２０－１号様式 別記第２０－２号様式 

一部の取消し 別記第２０－３号様式 別記第２０－４号様式 

３ 総合振興局長等は、２により補助金の交付の決定の全部又は一部を

取り消そうとするときには、あらかじめ農政部長と協議するものとす

る。 

 

第22 帳簿及び書類の備え付け 

  事業実施主体は、実施要綱⑴（別記１）の第８の８の（１）又は実施

要綱⑵（別記６）の第８の８の（１）又は実施要綱⑶（別記２）第８の

８の（１）に定める帳簿等関係書類を、補助事業の完了の日の属する年

度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 

第23 財産の管理等 

  補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産につ

いては、補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理す

るとともに、その効率的な運用を図らなければならない。 

 

第24 財産の処分の制限 

 １ 補助事業により取得し又は効用の増加した財産のうち不動産及びそ

の従物並びに１件当たりの取得価格が50万円以上のものについて、減

価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号。以

下「大蔵省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期間

（ただし、大蔵省令に期間の定めが無い財産については期間の定めな

く。）においては、総合振興局長等の承認を受けないで、補助金交付

又は受領したとき。 

（３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者

等に対して交付する補助金その他の助成を含む。）を重複して受領

したとき。 

【新設】 

 

 

 

（４）前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の

決定の内容若しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基

づく知事の処分に違反したとき、又は不正な行為をしたとき。 

２  総合振興局長等は、１について次の様式で事業実施主体に通知する

ものとする。 

 取消しに係る部分の 

返還金なし 

取消しに係る部分の 

返還金あり 

全部の取消し 別記第10－１号様式 別記第10－２号様式 

一部の取消し 別記第10－３号様式 別記第10－４号様式 

３ 総合振興局長等は、２により補助金の交付の決定の全部又は一部を

取り消そうとするときには、あらかじめ農政部長と協議するものとす

る。 

 

第20 帳簿及び書類の備え付け 

  事業実施主体は、実施要綱⑴（別記１）の第８の８の（１）又は実施

要綱⑵（別記６）の第８の８の（１）又は実施要綱⑶（別記２）第８の

８の（１）に定める帳簿等関係書類を、補助事業の完了の日の属する年

度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 

【新設】 

 

 

 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条文追加 

 

 

 

番号整理 

 

 

 

 

 

 

農政様式廃止 

 

 

 

 

 

番号整理 

 

 

 

 

 

条文追加 

 

 

 

 

条文追加 
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の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供して

はならない。 

   ただし、補助事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、

自己資金の全部又は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける

場合であって、かつ、その内容（金融機関名、制度融資名、融資を受

けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）が補助金交付申請

書に記載してある場合は、次の条件により補助事業者による間接補助

金の交付の決定をもって補助事業者の承認を受けたものとする。 

 （１）担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか

高い金額に補助率を乗じた金額を納付すること。 

 （２） 本来の補助目的の遂行に影響を及ぼさないこと。 

 ２ 前号の規定による総合振興局長等の承認に際し、承認に係る取得財

産等の残存価値相当額は処分により得られた収入の全部又は一部を補

助事業者に納付させることがある。 

 

第25 補助事業者等に対する調査等 

総合振興局長等は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要

があると認めるときは、交付規則第23条の２により事業実施主体等に対

し、報告を求め、又はその職員に、帳簿及び書類その他の物件を調査さ

せ、若しくは関係者に質問させることができるものとする。 

 

第26 電子メールによる申請等 

   市町村長は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関

し道に行う通知については、当該申請等に係る書類の電磁的記録を別

に指定する電子メールアドレスに電子メールを送信する方法により行

うことができる。 

 

第27 補助金の交付等に関する権限の委任 

   経営発展支援事業、初期投資促進事業、世代交代円滑化事業及び推

進事業の交付決定、補助金の額の確定その他補助金の交付に関する知

事の権限は、総合振興局長等に委任するものとする。 

 

附則 

１ この要領は、令和４年７月１３日から施行する。 

 ２ １の規定にかかわらず、この要領は令和４年４月１日から適用す 

  る。 

 

附則 

 １ この要領は、令和５年５月１１日から適用する。 

 ２ 改正前の本要領の規定に基づき実施している事業に対する本要領の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 21 補助事業者等に対する調査等 

総合振興局長等は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要

があると認めるときは、交付規則第23条の２により事業実施主体等に対

し、報告を求め、又はその職員に、帳簿及び書類その他の物件を調査さ

せ、若しくは関係者に質問させることができるものとする。 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

【新設】 

 

 

 

 

附則 

１ この要領は、令和４年７月１３日から施行する。 

 ２ １の規定にかかわらず、この要領は令和４年４月１日から適用す

る。 

 

附則 

 １ この要領は、令和５年５月１１日から適用する。 

 ２ 改正前の本要領の規定に基づき実施している事業に対する本要領の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号整理 

 

 

 

 

 

申請手続きの電

子化 

 

 

 

 

条文追加 
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  適用については、なお従前の例によるものとする。ただし、改正後の別 

  紙様式については、改正後の本要領を適用する。 

 

附則 

 １ この要領は、令和６年４月１日から適用する。 

 ２ 改正前の本要領の規定に基づき実施している事業に対する本要領の 

  適用については、なお従前の例によるものとする。ただし、改正後の別 

  紙様式については、改正後の本要領を適用する。 

 

附則 

 １ この要領は、令和７年４月３０日から適用する。 

 ２ 改正前の本要領の規定に基づき実施している事業に対する本要領の 

  適用については、なお従前の例によるものとする。ただし、改正後の別 

  紙様式については、改正後の本要領を適用する。 

 

附則 

 １ この要領は、令和８年６月３日から適用する。 

 ２ 改正前の本要領の規定に基づき実施している事業に対する本要領の 

  適用については、なお、前の例によるものとする。ただし、改正後の別 

  紙様式については、改正後の本要領を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用については、なお従前の例によるものとする。ただし、改正後の別

紙様式については、改正後の本要領を適用する。 

 

附則 

 １ この要領は、令和６年４月１日から適用する。 

 ２ 改正前の本要領の規定に基づき実施している事業に対する本要領の

適用については、なお従前の例によるものとする。ただし、改正後の別

紙様式については、改正後の本要領を適用する。 

 

附則 

 １ この要領は、令和７年４月３０日から適用する。 

 ２ 改正前の本要領の規定に基づき実施している事業に対する本要領の

適用については、なお従前の例によるものとする。ただし、改正後の別

紙様式については、改正後の本要領を適用する。 

 

 

【新設】 
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別表（第６、７、１２関係） 

 
 

 

 
 

 

別記第１号様式 略 

 

別表 

 

 
 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号整理 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

補助率の変更 

 

 

 

 

 

 

 

番号整理 
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【新設】 
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【新設】 
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【新設】 
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【新設】 
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別記第８号様式 略 

 

 

【新設】 
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文言修正 
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文言整理 

 

 

 

 

 

 

条文追加 
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文言整理 
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別記第１１号様式 略 
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【新設】 
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別記第１４-１号様式～別記第１４-２号様式 略 

 
 

別記第１６号様式 略 

 

 

 

 

【新設】 
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別記第１８号様式～別記第２０－４号様式 略 

 

【新設】 
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番号整理 
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別記第２２－１号様式 略 

【新設】 
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別記第２３－１号様式～別記第２３－３号様式 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号整理 
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【新設】 
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【新設】 
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別記第２６号様式 略 

 

 
 

 

【新設】 
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別記第３０号様式～別記第３２号様式 略 

 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


